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道路審議会答申
◆償還後の料金徴収について

○平成４年道路審議会答申（今後の有料道路制度について）より抜粋

「高規格幹線道路や都市高速道路については、償還期間満了後であっても、常に高いサービス水準
を維持するために、多額の維持管理費を要する。一方、現行法上、一般有料道路等については、維
持管理に特に多額の費用を要するなどの場合には、償還期間満了後も料金を徴収することができる
という制度もある。これらを踏まえ、高規格幹線道路や都市高速道路の償還期間満了後の維持管理
費の負担のあり方について、他の道路を利用する場合との負担の公平の確保、質の高いサービス水
準を維持するための維持管理費の確保等の幅広い視点から、今後、議論されることが望ましい。」

「これまでは、建設費の償還期間中は建設のための借入金の返済に加え維持・更新費を料金で賄い、
建設費の償還後は国が税により維持・更新を行うものとされてきた。しかし、今後の維持・更新費の増
加、高速自動車国道の利用による高度なサービスの受益と負担の公平を勘案すれば、償還期間後も
料金により維持・更新を行うことが適当と考えられる。また、無料化した場合には、路線によっては混
雑が助長されることも懸念されるところである。 ・・・・なお、償還期間後の料金は、償還方法等によっ
て差があるものの、大幅に低減するものと考えられる。しかし、全ての費用を一括して償還させ、その
後の維持・更新費は税により賄うという考え方からの転換となるものであり、幅広い議論を通じて、国
民の理解を得るように努める必要がある。」

○平成７年道路審議会答申（高速自動車国道について）より抜粋
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○平成９年度道路審議会答申
（都市高速道路・本州四国連絡道路・一般有料道路について）より抜粋

「都市高速道路及び高規格幹線道路等の自動車専用道路網を形成する一般有料道路については、完全な
高速走行を確保するという観点から、高水準の路面補修やパトロール等の維持管理業務の的確な実施が
求められる。さらに騒音対策等の環境対策を実施するほか、道路交通情報通信システム（ＶＩＣＳ）やノンス
トップ自動料金収受システム（ＥＴＣ）の導入等、利用者ニーズに対応したサービスの拡充を行うことも必要で
ある。

これらの高度な管理は一般道路に比べ多額の費用を要し、それは利用者の料金によって賄われている。
また、都市高速道路については、高度なサービスを有料で提供することが、一般道路との適正な交通分担
にも寄与していると考えられる。

高速走行の確保や安全性・快適性の維持・向上のための管理は、高度なサービスが求められる限り継続
して対応しなければならない課題である。また、供用延長の増大や、施設の老朽化、利用者ニーズに対応し
たサービスの拡充等に伴って、維持管理費は更に増大せざる得ない状況にある。

今後の維持管理費の増加、高度なサービスの受益と負担の公平を勘案すれば、建設のための借入金を
償還した後は、維持管理のための財源として料金を徴収することが考えられる。

この場合の料金は、維持管理を賄うためのものであり、建設費の償還期間中の料金に比べ大幅に低減す
ることになる。

しかし、このような方式は、建設費の償還後の維持管理は税により賄うという考え方からの転換となるもの
であり、今後、幅広い議論を通じて、国民のコンセンサスを得るように努める必要がある。

なお、本州四国連絡道路については、現行法において、供用後の維持管理に特に多額の費用を要する等
と認められる場合は、償還期間後も料金により維持管理を行い得ることが定められている。

また、一般有料道路のうち高規格幹線道路等の自動車専用道路網を形成する路線以外は、特に維持管
理に多額の費用を要する場合等を除き、建設費の償還後は従来通りの扱いとすることが妥当と考えられる。



4出典：今後の有料道路のあり方研究会 第1回資料（H16.8.26） 国土交通省道路局
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多様で弾力的な料金施策を可能とするETC

ETCを活用することにより、特定時間帯割引、ロードプライシング、都市高速
等における対距離の要素を入れた料金制などが可能に

出口ETCの整備により、入口（料金所）ETC
と合わせて両方のアンテナで車載器と通信

利用された出入口を把握

距離の要素を勘案した
料金制の導入が可能に
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